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● 公立学校の耐震化率の状況 ･･････44.5％（2002 年）　→　98.1％（2016 年）
● 最近 1 年間で防災訓練（避難訓練）に参加したと回答した

　 「男性の割合」･･････28.7％　　「女性」の割合 ･･････21.0％
● 防災訓練（避難訓練）の実施を必要と思う人の割合 ･･････72.3％
● 外国人旅行者が日本に滞在中に「不安に思う」災害
　 1 位　地震 50.7％　　2 位　津波 35.6％　　3 位　台風 22.7％
　 4 位　テロ 21.5％　　5 位　火災 14.0％
● 2016 年度の全国の水害被害額 ･･････ 4,619億円
　 2016 年度の都道府県別水害被害額
　 1 位　岩手県 1,678億円　　2 位　北海道 1,620億円　　3 位　鹿児島県 190億円
　 4 位　熊本県 156億円　　5 位　宮崎県 105億円
● 2015 年度の全国の水害被害額 ･･････ 3,897億円
　 2015 年度の都道府県別の水害被害額
　 1 位　茨城県 1,593億円　　2 位　栃木県 655億円　　3 位　宮城県 330億円
　 4 位　埼玉県 109億円　　5 位　北海道 94億円
● 2015 年、全国の救急出動の搬送人員数 ･･････ 548万人
● 救助自動車による現場への平均到着所要時間の推移　 1995 年 6.0分　→　2015 年 8.6分
● 救急自動車による病院への平均到着所要時間の推移　 1995 年 24.2分　→　2015 年 39.4分
● 一般市民が心原性心肺機能停止傷病者に「除細動を行なった」件数

　 2006 年 144件　→　2015 年 1,103件
● 一般市民が心原性心肺機能停止傷病者に「除細動を行なった」場合の 1ヵ月後の生存率（2015 年）･･････ 54.0％
● 一般市民が心原性心肺機能停止傷病者に「除細動をしなかった」場合の 1 ヶ月後の生存率（2015 年）･･････ 11.1％
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第1章 災害史

日本の災害史：地震（599年～ 2016年4月）、津波（684年～ 2011年）、火山噴火（781年
～ 2015年）、風水害（1757年〜 2017年）／世界の災害史（1990年～ 2015年）／ 16世紀
以降の世界の巨大地震／日本の自然災害による死者・行方不明者数の状況／世界の主な自然災
害の状況・被害

これから増加する災害の予想と対策に役立つデータが満載 !

第3章 気象による災害

近年の世界の異常気象の発生／地球温暖化と気候変動（猛暑日・降水量）／ 2015年の気候・気
候変動／異常高温・熱中症／豪雨による被害（2015年6月〜 2017年7月）／台風統計と被害
／日本における近年の竜巻／水害被害（2012年～ 2016年）／農林水産関係の被害

第4章 防災対策・防災意識

避難所の運営（全国自治体調査）／都道府県別避難所数・災害拠点病院／熊本地震における避難
者調査・長周期地震動の実態調査／全国ハザードマップの状況／道路の防災対策／水道の耐震
化状況／住宅の耐震化率／防災拠点となる公共施設等の耐震化推進状況／公立学校施設の耐震
改修状況／病院の耐震改修状況／各種予報と警報・注意報に関して／防災気象情報の利活用状
況／津波避難対策に関する実態調査／日常生活における防災に関する意識や活動についての調
査／豪雨災害・風水害防災・水害への備えに関する意識／防災・復興における男女共同参画／
防災教育学校アンケート／社会福祉施設等における防災に係る調査／企業の防災意識／外国人
旅行者の災害に関する意識／中国・韓国・台湾の訪日経験者防災意識／地震防災と地震保険に
関するアンケート　など

第5章 火災と消防防災

火災の現状／火災による損害／危険物施設の災害／消防防災

第6章 犯罪と防犯に関するデータ

犯罪／青少年を取り巻くインターネット上の有害環境の現状／先生に聞いた小学生の防犯意識
／少年犯罪の実態調査／児童虐待と高齢者虐待の現状／ストーカー被害／犯罪被害者施策に関
する意識／特殊詐欺に関する意識／自転車盗難／地域パトロールと防犯／警備業／防犯設備／
都民の安全安心に関する意識／テロ対策に関する意識／救急・救助　など

▼内容見本（ホームページにて見本掲載中：http://www.santho.net/）
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１ 日本の災害史①地震
内閣府　（公社）日本地震学会　国立天文台

1-1-1 日本の災害史―地震（599年～2016年4月）図表

発災日 災害名
（被災地域）

マグニ
チュード

被災状況

和暦（西暦） ［被害数］

推古7.4.27
（599/5/28）

（大和） M7 ○倒壊家屋の発生

天武7.12.―
（679/12）

筑紫地震
（筑紫）

M6.5～7.5 ○地すべり、家屋多数倒壊、巾2丈、長さ3千余丈の地割れ。
 建物被害等 倒壊家屋多数

天武13.10.14
（684/11/29）

白鳳地震（土佐、
その他南海、東
海、西海地方）

M8¼ ○山崩れ、河湧き、家屋社寺の倒壊、人畜の死傷多く、津波来襲して土佐の船多数沈没、土佐で田園
50万余頃（約12k㎡）が沈下して海となった。南海トラフ沿いに巨大地震と思われる。
 死傷者 死傷者多数　 建物被害等 倒壊家屋多数

大宝1.3.26
（701/5/12）

大宝地震（丹波） ○地震うこと3日、若峡湾内の凡海郷が海に没したという「冠島伝説」があるが、疑わしい。

霊亀1.5.25
（715/7/4）

（三河・遠江） M6.5～7.5 ○遠江国で山崩れ、天竜川塞ぐ。数十日後に決壊し、家屋170戸余りが水没。
 建物被害等 倒壊家屋170戸

霊亀1.5.26
（715/7/5）

（三河） M6.5～7 ○正倉47破壊、民家に陥没したものがあった。
 建物被害等 倒壊家屋47戸

天平6.4.7
（734/5/18）

天平地震（畿内・
七道諸国）

○倒壊家屋で圧死多く、山崩れ、川塞ぎ、地割れが無数に生じた。
 死傷者 死者多数

天平17.4.27
（745/6/5）

天平大地震
（美濃）

M7.9 ○櫓館・正倉・仏寺・堂塔・民家が多く倒潰し、摂津では余震が20日間止まなかった。
 建物被害等 倒壊家屋多数

天平宝字6.5.9
（762/6/9）

（美濃・飛騨・
信濃）

○被害内容不詳
○［経済社会］美濃・飛騨・信濃国などで地震の罹災者に対し、1戸につき穀物2斛を賜る。

弘仁9.7.―
（818/―）

（関東諸国） M≧7.5 ○山崩れ谷埋まること数里、百姓が多数圧死した。従来、津波があったとされていたが、おそらく洪水
であろう。
 死傷者 死者多数

天長4.7.12
（827/8/11）

（京都） M6.5～7 ○家屋が多数つぶれる。余震が翌年（天長5年）6月まで続く。
 建物被害等 倒壊家屋多数

天長7.1.3
（830/2/3）

（出羽） M7～7.5 ○秋田の城郭・官舎・寺社悉く倒れる。家屋も倒壊し、圧死者15人、負傷者100余人。地割れ多く、河
岸の崩れや川の氾濫があった。
 死傷者 圧死者15人、負傷者100余人

承和8.―.―
（841/―）

（信濃） M≧6.5 ○墻屋が倒壊した。同年2月13日以前の地震。

承和8.―.―
（841/―）

伊豆地震
（伊豆）

M≒7 ○村落で被害、死者があった。同年5月3日以前の地震、丹那断層の活動によるものか？

嘉祥3.―.―
（850/―）

出羽国地震
（出羽）

M≒7 ○地裂け、山崩れ、国府の城柵は傾頽し、圧死者多数。最上川の岸崩れ、海水は国府から6里のところ
まで迫った。
 死傷者 圧死者多数

斉衡3.3.―
（856/―）

（京都） M6～6.5 ○京都およびその南方で屋舎が破壊し、仏塔が傾いた。

貞観5.6.17
（863/7/10）

越中・越後地震
（越中・越後）

○山崩れ、谷埋まり、水湧き、家屋倒壊し、圧死者多数。直江津付近にあった数個の小島が壊滅したという。
 死傷者 圧死者多数

貞観10.7.8
（868/8/3）

播磨国地震
（播磨・山城）

M≧7 ○播磨諸郡の官舎、諸定額寺の堂塔がことごとく倒壊、京都で垣屋が崩れる。山崎断層の活動によるも
のか？

貞観11.5.26
（869/7/13）

貞観地震（三陸
沿岸）

M8.3 ○城郭・倉庫・門櫓・垣壁など崩れ落ち倒壊するもの無数。津波が多賀城下を襲い、溺死者約1千。流
光昼のごとく隠映すという。三陸沖の巨大地震とみられる。
 死傷者 溺死者約1千人

元慶2.9.29
（878/11/1）

相模・武蔵地震
（関東諸国）

M7.4 ○相模・武蔵が特にひどく、5～6日震動が止まらなかった。公私の建物には1つも完全なものがなく、
地陥りで往還不通となる。圧死者多数。京都で有感。
 死傷者 圧死者多数

元慶4.10.14
（880/11/23）

（出雲） M7 ○社寺・民家の破損が多く、余震は（元慶4年）10月22日に至るも止まなかった。この日京都でも強く
感じたというがこの地震とは無関係で、規模ももっと小さかったとする説がある。

元慶4.12.6
（881/1/13）

（京都） M6.4 ○宮城の垣根や塀、官民の家屋の破損が多かった。

仁和3.7.30
（887/8/26）

仁和地震
（五畿・七道）

M8～8.5 ○京都で家屋の倒壊多く、圧死者多数。津波が沿岸を襲い溺死者多数。特に摂津で津波の被害が大きか
った。南海トラフ沿いの巨大地震と思われる。
 死傷者 圧死者多数、溺死者多数

寛平2.6.16
（890/7/10）

（京都） M6 ○家屋傾き、ほとんど倒潰寸前のものがあった。

（注）1　被災状況は旧暦表記の箇所がある。
2　地震規模を示す値は、Mを使用しているが、Msと Mwについては、1995年以降公表されたものを記載している。
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9 世界の主な自然災害の被害
内閣府「平成27年版防災白書」

1-9-1 1970年以降の世界における自然災害による人的被害の推移（1970年～2013年）図表

199519901985198019751970 2013
(年）

201020052000
0

50

100

150

200
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300

350
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（千人）
450

サイクロン
バングラデシュ
（300千人） 地震（唐山地震）

中国（220千人）

干ばつ
アフリカ東部
（300千人）

干ばつ
アフリカ東部
（250千人） サイクロン

バングラデシュ
（140千人）

地震・津波
インド洋大津波
（230千人）

地震
ハイチ
（220千人）

地震
パキスタン
（73千人）

地震（四川大地震）
中国（90千人）

+
サイクロン
ミャンマー
（140千人）

干ばつ
アフリカ東部
（300千人）

注：■ は当該年に発生した災害のうち著しく規模の大きい災害による死者及び行方不明者を示す
出典：EM- DAT（The OFDA/CRED International Disaster Database-www.emdat.be-Université Catholique de Louvain-Brussels-Belgium）をもとにアジア防災センター作成。死者及び行方不明
者の数

1-9-4 近年の自然災害による被害額のGDP比図表

世界
2,473

世界
2,471

オセアニア
0.2% (6)

ヨーロッパ
176 (7.1%)

南北アメリカ
15.6% (387)

アフリカ
29.3% (726)

アジア
47.7%
(1,179)

オセアニア
2.6% (64)

ヨーロッパ
12.7% (314)

南北アメリカ
36.7% (906) アフリカ

0.8% (19)

アジア
47.3%
(1,168)

日本
17.1％
(422)

日本
1.1％
(28)

高所得国
8.0%
(193)中高所得国

16.0%
(379)

中低所得国
31.0%
(750)

低所得国
45.0%
(1,105)

高所得国
64.8%
(1,567)

中高所得国
6.9% (168)

中低所得国
25.7%
(623)

低所得国
2.6%
(62)

（注）死者数には行方不明者数を含む。（　）は死者数、被害額を示す。
出典：ルーヴァンカトリック大学災害疫学研究所（CRED：Centre for Research on 

the Epidemiology of Disasters）1984-2013年の合計。EM- DATをもとにアジア防
災センター作成

（注）（　）は死者数、被害額を示す。
出典：EM- DATをもとにアジア防災センター作成

1-9-2 世界の災害の地域分布図表 1-9-3 国の一人当たり平均所得別、自然災害によ
る死者数及び被害額の割合（1984年～2013年）図表

死者数（千人） 死者数（千人）被害額（10億米ドル） 被害額（10億米ドル）

世界銀行による
所得区分 国名 年 災害種別 被害額

（10億ドル）
被災年 GDP
（10億ドル）

被害額 /GDP
（％）

低

タジキスタン 2008 異常気温 0.84 3.72 23

ハイチ 2010 地震 8.00 6.48 123

サモア 2012 サイクロン 0.13 0.64 20

中低
ガイアナ 2005 洪水 0.47 0.79 59

ガイアナ 2006 洪水 0.17 0.82 21

中高
チリ 2010 地震 30.00 171.96 17

タイ 2011 洪水 40.00 318.52 13

高 アメリカ合衆国 2005 ハリケーン 125.00 12,274.90 1

日
本

災害名 年 被害額 被災年 GDP 被害額 /GDP（％）

阪神・淡路大震災 1995 約9兆6千億円 496兆円 1.9

東日本大震災 2011 約16兆9千億円 482兆円 3.5
注：GDP及び所得区分は災害発生年前年の値及び区分を使用。
出典：EM- DATをもとにアジア防災センター作成
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5 熊本地震における長周期地震動の実態調査
気象庁地震火山部管理課地震津波防災対策室「熊本地震における長周期地震動の実態調査」（インターネット調査）
2017年1月調査、熊本地震時（4月14日21時半頃・4月16日01時半頃）に長周期地震動階級1以上を観測した地域（千葉県、愛知県、
大阪府、和歌山県、兵庫県、徳島県、高知県と中国、九州の各県）の10階以上に在住の20歳以上の男女対象（有効回答数：1,000）

回答者の属性

性別 年代 居住地 自宅で経験した最大の地震

0 20 40 60 80
（％）

51.0

1.6

0.5

1.6

0.4

32.0

9.8

0.4

0.2

0.1

1.0

1.4その他

ベランダ・バルコニーにいた

建物の廊下やエレベーター
ホールなどの共用部分にいた

建物のエントランスにいた

自宅の廊下にいた

自宅の玄関にいた

その他の部屋にいた

居室にいた

トイレにいた

風呂場にいた

洗面所にいた

キッチンにいた

リビング・ダイニングにいた

n=1,000

0 20 40 60 80
（％）

10.4
10.2

8.8

53.0
1.6

35.8ひとりだった
高齢や病気、障害などで一人では行動の難しい方

大人（18歳以上）
子ども（中高生）
子ども（小学生）
子ども（乳幼児） n=1,000

0 20 40 60 80 100

71.3

16.0

12.7わからない・覚えてない

緊急地震速報を
見聞きしなかった

緊急地震速報を見聞きした

（％）

n=1,000

（注）調査対象に近畿や関東など緊急地震速報が出ていない地域が含まれている

注：1）例：ゆれくるコール、なまず速報β、Yahoo!防災速報など
　：2）例：SignalNow，Expredd，TheLast 10-Second、なまずきんなど

0 20 40 60 80

56.1

3.8

64.9

14.6

3.4

2.4

1.7

その他

防災行政無線

緊急地震速報の専用受信装置
（専門端末、CATVのオプション端末、

マンションの館内放送など）

パソコンの緊急地震速報受信ソフト 2）

スマートフォンの緊急地震速報受信アプリ 1）

携帯電話・スマートフォン（緊急速報メール）

ラジオの音声

テレビの画面や音声

（％）

n=713

0 20 40

18.5

15.1

26.8

17.1

5.6

1.5

15.3よくおぼえていない

見たり聞いたりして
30秒以上後に強い揺れが来た

見たり聞いたりして
10～30秒くらい後に強い揺れが来た

見たり聞いたりして
5秒～10秒くら後に強い揺れが来た

見たり聞いたりして
5秒以内に強い揺れが来た

見たり聞いたりしたのと
ほぼ同時だった

見たり聞いたりする
前に強い揺れが来た

（％）

n=713

4-5-1 地震発生時にいた場所（最大の
揺れを経験したとき）図表

4-5-4 緊急地震速報の入手経路図表

4-5-2 地震発生時の同伴者図表

4-5-5 緊急地震速報から揺れを感じる
までの時間図表

4-5-3 緊急地震速報の認知（単一回答）図表

全体
n=1,000

60代以上
16.6%

50代
28.7%

40代
31.9%

30代
18.3%

20代

全体
n=1,000

熊本県
2.1%
長崎県

福岡県
24.4%

広島県 兵庫県

大阪府
27.5%

愛知県
千葉県

全体
n=1,000

全体
n=1,000

57.0%
43.0%

4.5% 7.1%
6.6%

8.8%10.1%

2.8%

その他
の地域
10.6%

男性

女性 4月14日
夜9時半
ころに
発生した
揺れ

45.6%

4月16日
深夜1時半
ころに
発生した
揺れ

54.4%
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25 企業の防災意識
東京商工会議所「会員企業の防災対策に関するアンケート」
2017年4月調査、東京商工会議所会員企業計10,000社を従業員数別に無作為抽出

4-25-1 東京都帰宅困難者対策条例の認
知度図表

知らない

条例名のみ
知っている

条例が制定・
施行されたこと
のみ知っている 努力義務の内容を

含めて知っている

全体
n=1,539

64.4%

19.9%

9.0%
6.7%

4-25-3 従業員規模別、外部の帰宅困難
者向けの備蓄状況（単一回答）図表

0

20

40

60

80

100
（％）

34.6

59.7

5.6

25.5

70.9

3.6

18.9

78.3

2.8

17.1

79.7

3.2

10.1

86.8

3.1

そ
の
他

外
部
の
帰
宅

困
難
者
向
け

の
備
蓄
は

用
意
し
て

い
な
い

従
業
員
の

備
蓄
量
＋

10
％
以
上

余
分
に
備
蓄

し
て
い
る

300人以上n=231

100～299人
n=249

50～99人n=250
30～49人n=282
10～29人n=527

4-25-2 従業員規模別、従業員用の備蓄
状況図表

0 20 40 60 80 100
（％）

26.2（138）

39.1（206）

20.2（57）

19.2（48）

59.6（314）

47.3（133）

42.8（107）

26.5（66）

55.8（294）

48.8（137）

40.8（102）

28.9（72）

15.2（35）

40.2（212）

37.9（107）

33.6（84）

34.9（87）

34.5（182）

36.5（103）

29.2（73）

30.5（76）

22.8（120）

21.7（61）

21.2（53）

30.1（75）

22.5（52）

33.6（177）

49.3（139）

54.0（135）

56.6（141）

77.5（179）

26.4（139）

43.3（122）

51.6（129）

56.2（140）

78.4（181）

17.6（93）

31.0（87）

36.0（90）

43.4（108）

65.8（152）

44.2（233）

51.2（144）

59.2（148）

71.1（177）

84.8（196）

3.9（9）

4.8（11）

12.8（36）

12.4（31）

8.4（21）

18.6（43）

13.3（33）

16.9（39）

備蓄はない備蓄あり（1－2日分）備蓄あり（3日分以上）
※毛布は備蓄あり

300人以上
n=231

100～299人
n=249

50～99人
n=250

30～49人
n=282

10～29人
n=527

300人以上
n=231

100～299人
n=249

50～99人
n=250

30～49人
n=282

10～29人
n=527

300人以上
n=231

100～299人
n=249

50～99人
n=250

30～49人
n=281

10～29人
n=527

300人以上
n=231

100～299人
n=249

50～99人
n=250

30～49人
n=281

10～29人
n=527

飲料水

食料

毛布

災害用トイレ

11.7（27）

4-25-4 従業員に対する安否確認の手段（複数回答）図表

0 10 20 30 40 50 60
（％）

56.0

53.1

33.3

26.9

16.2

10.3特に準備していない

SNS

独自に整備した
安否確認システム

災害用伝言サービス

通話

メール

n=1,538

（注）（　）は各回答数
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１ 犯罪
警視庁「平成28年警察白書」

6-1-1 刑法犯の認知・検挙状況の推移（1946年〜2015年）図表
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昭和21
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（%）

認知件数 検挙件数 検挙人員 検挙率

平成27年
約110万件

平成13年
19.8％

平成27年
32.5%

平成14年
約285万件

6-1-2 刑法犯により死亡し、又は傷害を受けた者の数の推移（2006年〜2015年）図表

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000
（人）

軽傷者重傷者死者

年次
区分

2006
平成18

2007
19

2008
20

2009
21

2010
22

2011
23

2012
24

2013
25

2014
26

2015
27

総数（人） 43,160 39,022 36,281 33,157 32,723 31,712 34,096 33,399 31,979 30,103 

死　者 1,284 1,134 1,230 1,059 1,001 969 908 819 841 802 

重傷者 3,046 2,927 2,794 2,837 2,827 2,854 2,979 3,021 2,899 2,724 

軽傷者 38,830 34,961 32,257 29,279 28,885 27,889 30,209 29,559 28,239 26,577 

（注）重傷者とは、全治 1か月以上の傷害を受けた者をいう。
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6 ストーカー被害
警察庁「平成28年におけるストーカー事案及び配偶者からの暴力事案等への対応状況について」

6-6-1 ストーカー事案の検挙状況（2000年〜2016年）図表

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

22

142 178 192 206 200 183 242 244 263 229 205
351 402

613 677
769

104

921
758

663
752 701 653 718 716 759

877
786

1,504 1,574

1,917 1,872 1,919

20172016201520142013201220112010200920082007200520042003200220012000
平成28
（年）

平成27平成26平成25平成24平成23平成22平成21平成20平成19平成18平成17平成16平成15平成14平成13平成12

（件）

ストーカー規制法違反
刑法犯・特別法犯

（単位：件）

年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年

検挙件数 1,773 1,889 2,473 2,415 2,605

罪
種
別
内
訳

刑法・特別法検挙 1,504 1,574 1,917 1,872 1,919

殺人（既遂） 2 2 5 0 1

殺人（未遂） 1 13 9 11 11

傷害 243 227 213 197 180

暴行 141 153 179 169 165

脅迫 277 286 465 362 363

強要 23 34 62 57 69

恐喝 26 22 35 15 30

逮捕監禁 18 20 26 30 17

強姦 9 8 14 23 21

強制わいせつ 17 29 27 39 54

窃盗 46 48 89 95 79

住居侵入 270 263 309 315 345

器物損壊 160 147 155 150 169

名誉毀損 30 22 33 30 38

暴力行為等処罰法違反 27 34 30 32 24

銃刀法違反 49 57 64 55 44

軽犯罪法違反 37 33 34 31 21

迷惑防止条例違反 48 69 60 88 107

その他 80 107 108 173 181

ストーカー規制法違反検挙 351 402 613 677 769

ストーカー行為罪 340 392 598 647 735

禁止命令等違反 11 10 15 30 34
（注）1　検挙件数は、刑法・特別法、ストーカー規制法いずれかの罰則を適用して検挙した件数であり、刑法・特別法とストーカー規制法を同時に適用して検挙した場合を含むため、刑法・特

別法検挙及びストーカー規制法違反検挙それぞれの検挙件数の和とは一致しない。
2　刑法・特別法検挙は、
・複数罪名で検挙した場合は、法定刑が最も重い罪名で計上
・殺人を除き、未遂のある罪については未遂を含む。
・「その他」は、放火、強盗、業務妨害、不正アクセス禁止法違反、私事性的画像被害防止法　等

3　ストーカー規制法違反検挙は、同法違反で検挙した件数すべてを計上
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12 防犯設備
（公社）日本防犯設備協会

6-12-1 刑法犯犯罪認知件数と検挙率（1996年〜2015年）図表
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出典：警察庁

6-12-2 防犯設備推定市場の推移（2010年度〜2015年度）図表
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101.5％

4,588
5,131

5,528 5,471

5,053 5,127 5,279 5,524 5,660 5,914

施工業製造業（国内）機械警備業

2015
平成27
（年度）

2014
平成26

2013
平成25

2012
平成24

2011
平成23

2010
平成22

計12,153計11,956

計11,238

計10,359
計9,878

計10,482

107.2％

104.7％

104.9％

103.0％
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104.6％

107.7％

131.7％

106.4％

102.5％

99.0％

100.0％

101.6％
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出典：公益社団法人日本防犯設備協会　平成 28年版　統計調査報告書抜粋
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14 テロ対策に関する意識
内閣府政府広報室「テロ対策に関する世論調査（2015年）」
2015年6月調査、全国20歳以上の日本国籍を有する男女3,000名対象（有効回答数1,873名）

6-14-3 テロ防止のための効果的な取組
（複数回答）図表 6-14-4 テロ対策を行う上で安全と便利

さのどちらを重視すべきか図表

0 20 40 60 80
（％）

テロの標的となりうる施設などの
管理者が警備を強化する

国内のテロリストの摘発に力を
入れる

テロに結びつく可能性のある資金の
規制を強化する

テロ組織などを取り締まるための
法規制を強化する

インターネット上のテロに結びつく
可能性のある情報を規制する

テロの防止に役立つ情報の発信を
強化する

テロの標的となりうる施設，街頭，公共
交通機関などに防犯カメラを増やす

政府と国民，民間企業などが，情報の
収集・発信や警戒警備の連携をする

爆発物や毒物などのテロに使用されそうな
物の管理や売買に関する規制を強化する

警察による警戒や警備を強化する

テロ組織に関する情報収集を強化
する

テロリストを日本に入国させない
ための対策を強化する

61.8

51.5

45.4

43.3

41.8

36.9

35.5

33.8

33.7

32.2

32.1

23.1 n=1,873

安全よりも便利さ
を重視すべき

どちらかといえば，
安全よりも便利さ
を重視すべき

わからない

どちらかといえば，
便利さよりも安全
を重視すべき

便利さよりも安全
を重視すべき

n=1,873

安全よりも便利さを
重視すべき（小計）

4.2％

便利さよりも安全を
重視すべき（小計）

93.6％

66.9%

26.7%

2.1%
2.8%

1.4%

6-14-1 日本においてテロが発生するこ
とへの懸念図表 6-14-2 テロ発生に対する不安要素

（複数回答）図表

不安を感じない

どちらかといえば
不安を感じない

わからない

どちらかといえば
不安を感じる

不安を感じる

49.7%

29.6%

0.7%

13.8%

6.2%

不安を感じる（小計）
79.3％

n=1,873

不安を感じない（小計）
20.0％

0 20 40 60 80
（％）

日本国内にも過去にテロ事件を
起こした組織が存在している

インターネット上に、テロを呼び
かけるような過激な情報があふ

れている

インターネット上で、爆発物の
製造方法など、必要な情報を簡単

に知れる

日本は、テロ組織などからテロの
標的として名指しされている

サミット（主要国首脳会議）や東京
オリンピック・パラリンピック
などのイベントが予定されている

日本のテロ対策は不十分だと思う

アメリカやフランスなどの他の
先進国でもテロが発生している

「ＩＳＩＬ」（いわゆるイスラム国）
などの海外のテロ組織が台頭して

きている

海外において日本人が巻き込ま
れるテロ事件が発生している

57.6

57.5

43.0

42.0

39.3

35.7

32.6

26.3

20.8
n=1,484

（注）図表 6-14-1で「不安を感じる」、「どちらかといえば不安を感じる」と答えた 1,484
名対象
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第2章 火山噴火・地震・津波などの災害

日本の活火山の分布／有史以降の主要な活火山の活動／東日本大震災の地殻変動／日本の主
要活断層の評価結果／日本の原子力発電／日本の主な海溝型地震の評価結果／首都直下地震
の被害想定／全国地震動予測地図2017年／南海トラフ地震の被害想定／南海トラフ長周期
地震動／東日本大震災の復旧・復興状況／東日本大震災後の電力需要実績／原発事故の食品
への影響　など

A4 判　2017 年 2月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-023-7

人口減少で縮小する国内消費。和食文化の
国際化と企業の戦略を考えるための幅広い
統計集です。

食生活データ
総合統計年報 2017

A4 判　2017 年 8月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-028-2

2020 年開催の東京オリンピックで世界に日
本を PR！　ロンドン・北京・リオのオリンピッ
ク調査データなど、観光戦略データ立案に最適。

余暇・レジャー & 観光
総合統計 2018-2019

A4 判　2017 年 6月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-026-8

女性の活躍と子育て、社会環境の改善をど
うするか？　企画提案のための統計を幅広
く集録。

男女共同参画社会
データ集 2017-2018

A4 判　2017 年 4月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-024-4

気候変動のリスクの減少と日本のエネル
ギー問題の将来像を考える。温暖化や新エ
ネルギーまでの統計データを集録。

地球温暖化＆エネルギー問題
総合統計 2017-2018


